
2010年度第2四半期決算の概要 （単位：億円 △損失､減少）

・ 当第2四半期の「当社株主帰属四半期純利益」は、前年同期比278億円増益の627億円となった。第2四半期単独では、2008年度第2四半期の767億円に次ぐ水準。

・ 当第1四半期との比較では225億円の増益(右下(＊)参照)。セグメント別では、6つのセグメントにて増益を達成した。金属･エネルギーは営業利益、固定資産売却益及び持

分法投資損益等の増加により105億円増益の367億円。機械は営業利益、持分法投資損益等の増加及び当第1四半期における保有有価証券に係る評価損計上の反動

等により58億円増益の62億円。金融･不動産･保険･物流は営業利益の改善、金融関連事業投資に係る持分法投資損益の増加等により32億円増加の17億円。生活資材･

化学品は持分法投資損益が減少するも、営業利益及び投資有価証券売却益の増加によって29億円増益の84億円。繊維は営業利益及び持分法投資損益の増加によって

19億円増益の45億円。情報通信･航空電子は投資有価証券売却益の反動があるものの、営業利益の増加により10億円増益の28億円となった。一方で、食料は営業利益

が増加したものの、保有有価証券評価損の計上等の影響により3億円の減益となった。

【連結損益計算書】

収　益 8,901         8,838         

売上総利益 2,659         2,337         

その他の収益（△費用）

販売費及び一般管理費 1,966  △   1,926  △   ･ 売上総利益：（増減分野及び商品等）

貸倒引当金繰入額 6  △         5  △         繊維/増益(252→314)：㈱ｼﾞｬｳﾞｧﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ及び㈱ﾚﾘｱﾝの連結子会社化により増益

金利収支 36  △       67  △       機械/増益(125→139)：自動車取引回復により増益

受取配当金 50            44            情航/横ばい(330→330)：産業機械関連事業は取引減少により減益なるも、情報通信関連事業にお

（金融収支） 15)(          22)(△        　　  いては増益となったため横ばい

投資及び有価証券に係る損益 47  △       24            金ｴﾈ/増益(324→506)：金属資源、ｴﾈﾙｷﾞｰ価格上昇に加え、金属資源の販売数量増加等もあり増益

固定資産に係る損益 63            4  △         生化/増益(283→313)：化学品市況が堅調であったことに加え、天然ｺﾞﾑ価格上昇及び昨年来の日米

その他の損益 9  △         9              　　　住宅市況底打ち感もあり増益

その他の収益（△費用）計 1,950  △   1,924  △   食料/増益(888→904)：猛暑の影響等による食品流通関連での取扱増加等により増益

税引前利益 709           413           金不保物/減益(89→85)：物流関連事業の増益あるも、不動産関連事業の持分法適用関連会社化の

法人税等 264  △      153  △      　　　影響及びﾏﾝｼｮﾝ･戸建販売事業での一部分譲ﾏﾝｼｮﾝに対する評価損計上があり減益

税引後利益 444           260           

持分法による投資損益 215           114           

四半期純利益 660           373           ・貸倒引当金繰入額：前年同期並み

非支配持分帰属四半期純利益 32  △       24  △       ・金融収支：ﾄﾞﾙ･円金利率低下を主因とした改善、LNG関連投資からの配当金増加＋7等

当社株主帰属四半期純利益 627           349           ・投資及び有価証券に係る損益：株式評価損増加△2、株式売却益減少△69、事業整理損増加△1

・固定資産に係る損益：保有資産(石炭権益等)の売却があったことによる増加等

（参考） ・その他の損益：雑損益の悪化等

売上高 29,388       26,094       ・

（売上総利益率） 9.0%)(        9.0%)(        

営業利益 687           406           

実態利益　（注1） 923           502           

【連結包括損益計算書】

四半期純利益 660           373           

その他の包括損益(税効果控除後)：

　為替換算調整額 220  △      210           単 体

　年金債務調整額 1              13            事 業 会 社

　未実現有価証券損益 8  △         35            海 外 現 地 法 人

　未実現デリバティブ評価損益 46            17            連 結 修 正

181  △      275           当 社 株 主 帰 属 四 半 期 純 利 益

包括損益 479           649           

非支配持分に帰属する包括損益 25  △       32  △       内、海外事業損益　（注2）

当社株主に帰属する包括損益 454           617           （海外事業損益比率）

繊　維 45            63                  45

機　械 62            44                  62

28            18                  28

金属・エネルギー 367           205                367

生活資材・化学品 84            59                  84

食　料 75            55                  75

17            3                    17

その他 51  △       99  △        △  51

合　計 627           349                627
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持分法による投資損益：伊藤忠丸紅鉄鋼㈱＋42、日伯鉄鉱石㈱＋21、日伯紙ﾊﾟﾙﾌﾟ資源開発㈱
      ＋20、ITOCHU Minerals & Energy of Australia Pty Ltdの持分法による投資損益＋12等

（注1）実態利益＝売上総利益＋販売費及び一般管理費＋金融収支＋持分法による投資損益
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保有有価証券評価損の計上があったものの、前年度には社内税金制度の
変更に伴う一過性の税金負担があったことの反動等により増益
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【当社株主帰属四半期純利益】　主たる増減要因

（注3） 営業利益については、「平成23年3月期　第2四半期決算」
　　　　 添付資料P. 19-20参照

当社株主帰属四半期純利益(＊)

2010年度
第2四半期

286  ＋      

(       30%)

2009年度
第2四半期

営業利益と持分法投資損益の増加等により増益

21  ＋       

122  △     

278  ＋     

（注2）海外事業損益は、海外現地法人及び海外事業会社の損益合計に、親会社の海外支店及び
　　　　収益源が海外にある特定海外事業のため日本に設立された会社の損益を加えたものです。

営業利益の減少に加え、持分法投資損益の減少等により減益

営業利益の増加等により増益

投資有価証券損益が悪化したものの、営業利益及び持分法投資損益の
増加等により増益

営業利益の増加に加え、LNG関連の受取配当金の増加、固定資産損益
の増加及び持分法投資損益の増加等により大幅増益

前年同期の固定資産売却益の反動があったものの、営業利益と持分法
投資損益の増加等により増益

営業利益と持分法投資損益の増加等により増益

278  ＋      

14  ＋       金融・不動産・保険・物流
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情報通信・航空電子
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その他の包括損益(税効果控除後)計

2010年度
第2四半期

162  ＋      
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101  ＋      

71  △       

185  ＋      
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2010年度第2四半期　連結決算ハイライト　（米国会計基準）

421  ＋      
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278  ＋      

3,294  ＋   

0.1%)(＋     
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収益：前年度下半期での㈱ｼﾞｬｳﾞｧﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ及び㈱ﾚﾘｱﾝ連結子会社化により増収となった繊維、
　　　　金属資源、ｴﾈﾙｷﾞｰ価格上昇に加え、金属資源の販売数量増加もあり増収となった金属･ｴﾈﾙ
　　　　ｷﾞｰ、天然ｺﾞﾑ価格上昇並びに化学品取引が堅調に推移したことに伴い増加した生活資材･化
　　　　学品等において増収
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